
 

○親ひとり親家庭等医療助成費、○乳乳幼児医療助成費、○子義務教育就学児医療助成費 

及び○青高校生等医療助成費の柔道整復療養費に係る取扱要領 

 

（目的） 

１ この取扱要領は、東京都内の区市町村が制定する条例等（以下「条例等」という。）に基

づき区市町村が実施するひとり親家庭等、乳幼児、義務教育就学児及び高校生等の医療費の

助成制度（以下「四制度」という。）において、条例等に規定する医療費助成の対象者（以

下「対象者」という。）が柔道整復療養費に係る医療費の助成を受ける場合について、区市

町村から委任を受けた東京都がその取扱いを定めることを目的とする。 

 

（医療助成費の受領の委任） 

２ 対象者は、東京都知事（以下「知事」という。）が４（３）により承認した柔道整復師に、

医療助成費の受領を委任することができる。 

 

（基本的事項） 

３ ２に規定する受領の委任とは、対象者が柔道整復師に医療助成費の受領を委任し、柔道整

復師が対象者に代わって区市町村に請求する取扱い（以下「受領委任の取扱い」という。）で

あり、その基本的事項については、次のとおりとする。 

（１）東京都内に所在する施術所の施術管理者として平成２２年５月２４日付保発０５２４第

２号厚生労働省保険局長通知「柔道整復師の施術に係る療養費について」別添２「受領委

任の取扱規程」第２章１１の受領委任の承諾（以下「関東信越厚生局長の受領委任の承諾」

という。）を得て、第９章４６に定める名簿に登録された柔道整復師を受領委任に係る施術

管理者（以下「施術管理者」という。）とすること。 

（２）施術管理者及び施術管理者が施術を行う施術所において勤務する他の柔道整復師（以下

「勤務する柔道整復師」という。）は、柔道整復に係る施術（以下「施術」という。）を行

うに当たっては、関係法令等を遵守し、懇切丁寧に行うこと。 

また、施術は、対象者の療養上妥当適切なものとすること。 

（３）施術所の開設者は、施術管理者及び勤務する柔道整復師が行った四制度に係る施術及び

医療助成費の請求について、施術管理者及び勤務する柔道整復師を適切に監督するととも

に、これらの事項については、これらの者と同等の責任を負うこと。 

 

（受領委任の申出と承認） 

４ 受領委任の取扱いに係る申出と承認については、次のとおりとする。 

（１）施術管理者は、四制度に係る受領委任の取扱いを行うときは、「○親ひとり親家庭等医療

助成費、○乳乳幼児医療助成費、○子義務教育就学児医療助成費及び○青高校生等医療助成費の

受領委任の取扱いに係る申出書」（別記第１号様式。以下「申出書」という。）により、知

事に申し出ること。受領委任の取扱いについては、本要領に定める事項を遵守すること。 

（２）４（１）の申出は、関東信越厚生局長の受領委任の承諾を受け、登録記号番号を付与さ

れた施術管理者が行うことができる。 

（３）知事は、４（１）の申出があったときは、申出内容を審査の上、適当と認めるときは受

領委任取扱いの承認を行い「○親ひとり親家庭等医療助成費、○乳乳幼児医療助成費、○子義務

教育就学児医療助成費及び○青高校生等医療助成費の受領委任の取扱いに係る承認書」（別

記第２号様式）により施術管理者に通知する。 

 



（支給申請書の提出） 

５ 施術に係る医療助成費の請求は、次のとおり行う。 

（１）施術管理者は、四制度に係る施術を行ったときは、「○親○乳○子○青医療助成費支給申請書（柔

道整復師）」（別記第３号様式。以下「支給申請書」という。）により、施術を行った月の

翌月の１０日までに区市町村長に申請すること。 

（２）勤務する柔道整復師（関東信越厚生局に登録済みの者に限る。）の施術に係る医療助成

費の申請は、施術管理者である柔道整復師が行うこと。 

（３）施術管理者は、支給申請書の提出にあたっては、所定の欄に必ず関東信越厚生局で付番

された登録記号番号を記入すること。 

 

（受給資格の確認等） 

６ 施術管理者及び勤務する柔道整復師は、区市町村が条例等に規定する対象者（ひとり親家

庭等の医療費の助成制度にあっては、ひとり親等、乳幼児の医療費の助成制度にあっては、

６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある乳幼児（以下「乳幼児」という。）

を養育している者、義務教育就学児の医療費の助成制度にあっては、６歳に達する日の翌日

以後の最初の４月１日から１５歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある義務教

育就学児（以下「児童」という。）を養育している者、高校生等の医療費の助成制度にあっ

ては、１５歳に達する日の翌日以後の最初の４月１日から１８歳に達する日以後の最初の３

月３１日までの間にある高校生等（以下「高校生等」という。）を養育している者）から施

術を求められた場合は、オンライン資格確認又はその者の提出する被保険者証若しくは組合

員証とともに医療証（以下「被保険者証等」という。）によって医療助成費を受領する資格

があることを確認すること。ただし、緊急やむを得ない事由によって被保険者証等を提出す

ることができない対象者であって、医療助成費を受領する資格が明らかなものについてはこ

の限りでないが、この場合には、その事由がなくなった後、遅滞なく当該確認を行うこと。 

 

（医療助成費の支払） 

７ 区市町村長は、５による支給申請書の提出があったときは、内容を審査し、提出のあった

月の翌月の２３日（２３日が日曜日又は土曜日若しくは国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に定める休日（以下「日曜日等」という。）に当たるときは、日曜日等

でないその直後の日）までに、受領の委任を受けた者の指定した金融機関の口座に振り込む

方法により支払う。 

 なお、施術管理者は、上記の方法により支払われる医療助成費の受領事務について、本要

領に基づく事務を受任することについて承諾を得た者を代理人として定め、委任することが

できる。 

 

（届出義務） 

８ 施術管理者は、次の事項について届け出なければならない。 

（１）施術管理者は、受領した医療助成費の額に差違が生じたときは、直ちに区市町村長に

届け出るとともに、区市町村長の指示に従うこと。 

（２）施術管理者は、申出書及び委任状に記載した事項に変更があったときは、速やかに「○親

ひとり親家庭等医療助成費、○乳乳幼児医療助成費、○子義務教育就学児医療助成費及び○青高

校生等医療助成費の受領委任の取扱いに係る変更届（別記第４号様式）により、変更の内

容及び変更年月日を知事に届け出ること。 

（３）施術管理者は、４(２)に規定する登録記号番号を廃止したとき、施術所を廃止するとき

及び受領委任の取扱いを廃止するときは、「○親ひとり親家庭等医療助成費、○乳乳幼児医療



助成費、○子義務教育就学児医療助成費及び○青高校生等医療助成費の受領委任の取扱いに

係る廃止届」（別記第５号様式）により、廃止する事項及び廃止年月日を知事に届け出る

こと。 

 

（施術録の保存） 

９ 施術管理者は、四制度の受領委任に係る施術録とその他の施術録を区別して整理し、必要

な事項を記載の上、施術の完結の日から５年間保存しなければならない。 

 

（個人情報の取扱い） 

９の２ 施術管理者は、医療助成費の受領等の業務のために知り得た対象者に関する個人情報

について、適切に取り扱うものとすること。 

 

（指導・監査） 

１０ 施術管理者、開設者、勤務する柔道整復師及び７により施術管理者から医療助成費の受

領事務に係る代理人として委任を受けた者は、東京都及び区市町村による指導及び監査に、

次のとおり応じること。 

（１）知事及び区市町村長が必要であると認めたときは、ひとり親等、乳幼児、児童及び高校

生等の施術について、帳簿及び書類を閲覧させ、説明又は報告を行うこと。施術所が廃止

された後でも、受領委任の取扱いを行っていた期間の施術に関する帳簿及び書類について

は、廃止後５年間は同様の扱いとする。 

（２）関係法令等又はこの取扱要領に違反し、その是正等について知事及び区市町村長から指

導を受けたときは、直ちにこれに従わなければならない。 

 

（医療助成費の返還） 

１１ 施術管理者は、偽りその他不正な行為によって医療助成費を受領したときは、当該受領

額の全部を直ちに区市町村長に返還しなければならない。 

 

（受領委任の取扱の中止） 

１２ 施術管理者又は勤務する柔道整復師が、この取扱要領に違反した場合又は柔道整復療養

費（全国健康保険協会管掌健康保険・組合管掌健康保険・船員保険・国民健康保険・後期高

齢者医療）の受領委任の取扱を中止された場合は、知事は直ちにこの受領委任の取扱を中止

する。 

また、以後５年（令和元年８月２日付保発０８０２第４号厚生労働省保険局長通知「施術

管理者の要件の特例に係る受領委任の取扱いの中止に係る取扱いについて」（以下「特例に

係る中止取扱通知」という。）の適用を受ける場合は、当該通知に定める期間）を経過した

後、再び申出があるまでの間は、知事は受領委任の取扱いを認めない。 

 

（取扱開始日） 

１３ 本取扱要領に基づく受領委任の取扱開始日は、原則として関東信越厚生局長の受領委任

の承諾による登録年月日とする。ただし、４（１）の申出日が当該登録年月日から６月を経

過している場合は、申出年月日の属する月の初日とする。 

 



（契約期間） 

１４ 本取扱要領に基づく契約の有効期間は、４（３）の承認日から１年間とする。ただし、

期間満了１か月前までに施術管理者から特段の意思表示がない場合には、期間満了の日の翌

日において更に１年間順次更新したものとする。 

 

附 則 

この取扱要領は、平成１２年１０月１日から施行する。 

 

   附 則 

この取扱要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成１９年１０月１日から施行する。 

２ この取扱要領施行日の前日において、○親ひとり親家庭医療助成費及び ○乳乳幼児医療助成

費の柔道整復療養費に係る取扱要領に基づき、○親ひとり親家庭医療助成費、○乳乳幼児医療

助成費の受領委任の取扱に係る申出書により、東京都知事に申し出を行い、東京都知事か

ら承認の通知を受けていた施術管理者は、この取扱要領に基づく承認の通知を受けている

ものとみなす。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成２２年９月１日から施行する。 

２ 平成２２年８月３１日までにおいて、改正前の取扱要領に基づき、申出書により知事に申

出を行い、知事から承認の通知を受けていた者については、特段の申出がない限り、施行

日以降、改正後の取扱要領に基づく承認の通知を受けているものとみなす。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成２３年１月１日から施行する。 

２ 改正後の取扱要領の規定は、施行日以後に行われる施術に係る医療費の助成について適用

し、施行日前に行われた施術に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

３ 平成２３年６月３０日までに行われる施術に係る医療費の助成については、改正前の申請

書又はそれに準ずる様式の用紙に所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

   附 則 

この取扱要領は、平成２４年１２月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成２５年５月１日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、旧支給申請書用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成２７年１２月１日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、旧申出書で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使

用することができる。 

 



 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成３０年８月２９日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、旧支給申請書用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、平成３１年２月１日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、旧申出書で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使

用することができる。 

 

   附 則 

１ この取扱要領は、令和元年５月２８日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、旧申出書で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使

用することができる。 

 

附 則 

１ この取扱要領は、令和２年６月１日から施行する。ただし、取扱要領１２の規定は、令和

元年１０月１日から適用する。 

２ この取扱要領の施行の際、別記第１号様式及び別記第３号様式で、現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則 

１ この取扱要領は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、別記第１号様式、第３号様式、第４号様式及び第５号様式で、

現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則 

１ この取扱要領は、令和４年 10月１日から施行する。 

２ この取扱要領の施行の際、別記第３号様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

 

附 則 

１ この取扱要領は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この取扱要領施行日の前日において、○親ひとり親家庭医療助成費、 ○乳乳幼児医療助成費

及び○子義務教育就学児医療助成費の柔道整復療養費に係る取扱要領に基づき、○親ひとり親

家庭医療助成費、○乳乳幼児医療助成費及び○子義務教育就学児医療助成費の受領委任の取扱

に係る申出書により、東京都知事に申し出を行い、東京都知事から承認の通知を受けてい

た施術管理者は、この取扱要領に基づく承認の通知を受けているものとみなす。 

３ この取扱要領の施行の際、別記様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使

用することができる。 

 

附 則 

 この取扱要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 



  

別記第１号様式から別記第５号様式まで（略） 

 


